
• 皆さん、こんにちは。楠見です。

• 本日はお忙しい中、オンラインの説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。

• 先ほど和仁古から昨年度の決算についてご報告させていただきましたが、私からはパナソニック

グループの成長戦略を説明させていただきます。
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２０２６年5月12日

パナソニック ホールディングス株式会社
グループCEO 楠見 雄規

グループ成長戦略



• 最初に、昨年度のグループ経営改革を総括させていただきます。
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2025年度の経営改革総括
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固定費構造改革を断行し 持続的成長の基盤確立

固定費構造改革

２０２６年度 （見通し 2024年度比）

調整後営業利益
改善効果

人員減 グローバル 12，０００人
（国内 8,000人・海外 4,000人）

実施事項

‐ 旧パナソニック㈱の発展的解消

‐ 本社本部（PHD/PEX）の集約・効率化

‐ 営業・間接部門の集約・効率化

‐ 拠点の統廃合（グローバル20拠点以上） ※拠点縮小を含む

（目標 1,220億円）

億円＋

• まず、固定費構造改革についてです。

• 昨年5月には、グループ全体で固定費構造の見直しが必要な状況を踏まえ、2026年度に

2024年度比で1,220億円の効果を目指すとお伝えしました。

• 現時点ではその目標を上回る、1,450億円の効果が出る見通しです。

• グループ体制として、旧パナソニック㈱を発展的に解消し、パナソニックエレクトリックワークス㈱、

パナソニックHVAC＆CC㈱、そして新たな家電のパナソニック㈱の３つの事業会社を発足させ

ました。

• 加えて、本社本部、営業部門や間接部門の集約・効率化、拠点の統廃合も実施しました。

• これらの施策に伴う人員適正化は、グローバルで1万2千人の削減となりました。
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• 課題事業、すなわち成長を見通せず、しかも資本コストを下回る投下資本利益率にとどまる事業

や、事業立地の見極めが必要な事業の方向づけは完了しました。

• PIDの産業デバイス事業・メカトロニクス事業については、構造改革効果の刈取りに加え、材料

合理化等により再建目途付けを完了しています。また、車載用モータ及び車載用冷却ファンモー

タ事業の譲渡を予定しています。

• キッチンアプライアンス事業は、量産開発の中国シフトと、それに伴う日本での開発リソース適正

化とともに、お客様の体験価値に寄与しない規格・基準を見直し、中国部材の積極活用など、徹

底してグローバル標準コストを追求します。

• テレビ事業においては、海外における他社協業等により、リスクオフできる目途が立ちました。

• これらの取り組みによって2026年度末時点で課題事業ゼロは確実にやりきります。

• 再建事業の空質空調事業では、構造改革、拠点最適化によりアジア地域のエアコン・コンプレッ

サーのコスト基盤を強化します。特に業務用空調は、提携による開発コスト低減、領域フォーカス

で収益を改善 します。

• 家電事業では、グローバル標準コストの追求と協業等によるアセットライト化と同時に、多くのお

客様に違いを感じていただける独自のコア技術をベースに、ブランドを高め、販路を強化して差

別化領域での循環を図ることで事業競争力を強化します。この差別化領域では、特に商品と宣

伝を強化し、高収益化を見込みます。

• パナソニック ハウジングソリューションズ社は、既にお知らせした通り、3月末でYKK様への株式

譲渡を完了しました。建材のフルラインナップ化、両社シナジー創出でこれまで当社グループ傘

下では成しえなかった成長を図ってまいります。

• 今後も、グループのより良い形に向けた施策を実行してまいります。
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収益改善の実効性を確認 方向づけ完了

課題事業/事業立地見極め事業の方向づけ

課題事業

成長を見通せない
＆

ROIC＜事業別WACC

再建事業

事業立地
見極め事業

産業デバイス・
メカトロニクス事業

‐ 両事業とも、方向づけ完了
‐ 構造改革効果の刈取り、材料合理化等を進める
‐ 車載用モータ及び車載用冷却ファンモータ事業の譲渡予定

キッチン
アプライアンス事業

‐ 方向づけ完了
‐ 量産開発中国シフトと日本開発リソース適正化、グローバル標準コストの実現

テレビ事業
‐ 方向づけ完了
‐ 海外における他社協業により、リスクオフ

空質空調事業
‐ 構造改革、拠点最適化によりアジア地域のエアコン・コンプレッサーのコスト基盤を強化

‐ 業務用空調は提携による開発コスト低減、領域フォーカスで収益改善 

ハウジング
ソリューションズ事業

‐ YKK/YKK AP様との戦略的パートナーシップを構築し、２０２６年3月末に非連結化
建材のフルラインナップ化、両社シナジー創出で成長を図る

家電事業
‐ グローバル標準コストの追求とアセットライト化で事業競争力を高め、

コア技術×ブランド×販路で差別化できる領域での商品・宣伝を強化、高収益化を見込む

2026年度末時点で課題事業ゼロを確実にやりきる



• 昨年度のグループ経営改革によって収益基盤を整えました。ここからは成長フェーズに入ってま

いります。

• 1932年に、当社の創業者である松下幸之助は、 「精神的な安定と物資の無尽蔵な供給が相

まって初めて人生の幸福が安定する、自分が松下電器の真の使命として感得したのはこの点で

ある」と述べ、「物と心が共に豊かな理想の社会の実現」を、当社のその後250年にわたる真の

使命として掲げました。

• その「命知」から100年の節目にあたる2032年の豊かな社会に向けた当社グループのお役立

ちについて説明いたします。
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命知※から１００年
2032年に向けたパナソニックグループのお役立ち

“物と心が共に豊かな理想の社会の実現” を目指し

※創業者 松下幸之助が「わが社の真の使命を知った（命知） 」 １９３２年



• 私どもパナソニックグループは、時代とともに変化する社会課題の解決を通じて、社会と産業の

発展を支え、進化を続けていきます。

• 特に、2032年に向けては、「エネルギーの有効活用」と「現場労働力不足の解消」という２つの課

題解決を目指し、AIインフラと社会オペレーションを支えることでお役立ちを果たしてまいりま

す。
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２０３２年に向けたお役立ち

時代とともに変化する社会課題の解決を通じて
社会・産業の発展を支え 進化を続ける

エ ネ ル ギ ー の 有 効 活 用 現 場 労 働 力 不 足 の 解 消

AIインフラと社会オペレーションを支える



• このチャートは、これら２つの課題の解決へのお役立ちを通じた、2032年までの収益成長のス

テップを示しています。

• まず、2028年度までの3年間は、Phase１として、デバイス領域のAIインフラを支える事業で

売上・利益ともに大きく拡大させ、グループの成長を牽引します。

• その他事業の伸長も加え、昨年お示ししたとおり、2026年度から調整後営業利益を1,500億

円以上増加させ、7,500億円を上回る目標を確実に達成いたします。

• この間、ソリューション領域は、お客様のオペレーションの進化にさらに貢献するためビジネスモ

デルを変革し、この領域を2029年度以降のPhase２における収益成長のコアにしてまいりま

す。

• デバイス領域や、家電事業を中心としたスマートライフ領域は、Phase２以降も技術革新や競争

力強化により持続的に成長させてまいります。

• なお、2025年2月の説明会では、データセンター向け電源はソリューション領域の一環として説

明させていただきましたが、AIサーバ技術の進化に合わせた継続的なデバイスの技術進化が鍵

であることから、改めてデバイス領域に位置付けています。
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デバイス領域のAIインフラを支える事業でグループの成長牽引
ソリューション領域のビジネスモデルを変革 将来収益の核に

収益ロードマップ

２０２６年度 ２０２８年度

以上

デバイス領域

ソリューション
領域

調整後営業利益
（億円）

お客様の
オペレーション

進化に貢献

スマートライフ領域

デバイス領域

ソリューション領域 収益拡大ビジネスモデル変革

AIインフラを支える事業の収益拡大 持続的成長

AIインフラ

億円

＋



• それでは、デバイス領域における、AIインフラを支える事業の概要と取組みについてご説明いた

します。
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デバイス領域

AIインフラを支える事業



• デバイス領域におけるAIインフラを支える事業は、急成長するAIデータセンター市場に向き合い

ます。

• 当社グループは、AI処理の「頭脳」部を担うGPU・ASIC周辺回路や基板の高速化への対応、「心

臓」部を担う電源周辺でのバックアップと電力ピークカットでお役立ちを果たします。

• 将来的にはAIで駆動される自動運転やロボティクスなどのエッジの領域へも貢献の幅を広げて

まいります。
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AIの駆動を担う「頭脳」と「心臓」をデバイスで支え
社会インフラの進化に貢献

デバイス領域のAIインフラを支える事業

自動運転 ロボティクス

データセンター

心臓（電源周辺）

バックアップ
電力ピークカット

頭脳（GPU※２・ASIC※３周辺）

高速化への対応

※1 Gartnerの調査を基に当社推定
※2 GPU ： Graphics Processing Unit （AIの大規模演算を担う半導体）
※3 ASIC： Application Specific Integrated Circuit （特定用途向け集積回路）

２０２８年
サーバー世界市場規模

＄２２４B※1

CAGR３４％
２０２３－２０２８



• このチャートは、デバイス領域の成長ロードマップを示したものです。

• ハイパースケーラーやAI半導体メーカーなどの業界キープレイヤーは、急速に高まる生成AI需要

に応じるべく、データセンターとそれを支えるGPUやASICの能力を急激に増強させています。

• その進化に対応して、サーバの頭脳であるGPU/ASICの周辺は、さらなる高速化・安定稼働に

向け、電力損失の抑制や電力負荷変動の吸収が求められますが、当社グループでは、基板材料や

コンデンサの進化でそれらの要請に対応する道筋をつけています。

• 一方、サーバの心臓ともいえる電源まわりでは、サーバーラック当たりの電力負荷と変動の増大

に対して、より高いレベルで電力効率化と安定稼働を両立することが

求められます。

• 電池セルの進化のみならず、電池とコンデンサ技術を融合した当社グループならではのデバイス

の進化で、進化しつづけるAIサーバの電源システムを支え続けてまいります。
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高い商品力と業界キープレイヤーとの関係を強みに
着実な成長を見込む

AIインフラを支える事業｜成長ロードマップ

小型・大容量化

高電圧・ハイパワー化

バックアップ
＋電力ピーク抑制

心
臓(

電
源
周
辺)

頭
脳
（GP

U
/
A

S
IC

周
辺
）

DC-DC
内蔵BBU

BBU
内蔵シェルフシ

ス
テ
ム
の
進
化

電力負荷変動
の吸収

データセンター内
電力の効率化

大容量化・高出力化（電池セル）

デバイスの進化によりAIインフラ関連領域で提供価値拡大

２０２４ ２０２６ ２０２８

電源専用ラック
（高電圧対応）

多層基板材料
（MEGTRON） 電力損失

の抑制

電力負荷変動
の吸収

導電性高分子コンデンサ
（SP-Cap・POSCAP等）

超高速化対応

超高密度実装対応

次世代キャパシタ

CBU
内蔵シェルフ

スーパーキャパシタ

２０２９～

高速化への対応

安定稼働

電力効率化
※１

※２

※１ BBU ： Battery Backup Unit （バックアップ電池ユニット）
※２ CBU ： Capacitor Backup Unit (スーパーキャパシタを内蔵したバックアップユニット)



• 当社グループは、お客様であるハイパースケーラーや、AIプロセッサの半導体メーカーの5年先

の構想に応じて、材料・プロセス技術を進化させ、世の中にない商品を提案・実現できる開発力

を有しています。

• また、お客様のご要望に柔軟にお応え可能な生産・供給体制を構築することで、安定的な供給を

実現し、AIサーバーとデータセンターの進化を支え続けてまいります。
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テクノロジー進化の先読みによる商品化提案で
AIサーバー・データセンターの進化を支え続ける

AIインフラを支える事業｜ビジネスモデル

進化する
材料・プロセス技術

高出力対応 /システム化

お客様ニーズに即応可能な
生産・供給体制

ハイパースケーラー

AI半導体メーカー
当社

商品化提案（コンサルティング）

ロードマップ

/デリバリー

テクノロジー
の進化

強み5年先の顧客課題



• デバイス領域の中のAIインフラを支える事業では、2028年度 売上高 約1.4兆円、調整後営業

利益2,900億円を目論み、2029年度以降もさらなる成長を目指します。

• 既にお客様から将来需要の見通しをご提示いただいており、受注の確度は高いと見込んでいま

す。

• 特にデータセンター向け電源は、お客様の強い要望を受けており、2028年度に開発推進合意・

受注案件を示すAWARDの獲得率は売上高の80%を既に確保しております。

• 次世代商品の導入・拡大等のデバイスの進化や生産能力増強に向け、AIインフラを支える事業へ

2026年度～28年度累計で約5,000億円の投資を実行いたします。
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AIインフラを支える事業｜計画

2028年度 売上高 約1.4兆円 / 調整後営業利益2,900億円を目指し
デバイス・システムの進化 生産増強に向け投資

投資

AIインフラ
を支える事業
26-28年度
累計投資額

デバイス・
システムの進化

生産能力の強化

‐ 次世代商品の導入・拡大

‐ 将来の成長事業を生み出す要素技術

開発の強化

‐ 既存設備の有効活用

‐ AIデータセンター需要へ対応した設備

投資による増強

売上・利益

売
上
高

調
整
後
営
業
利
益

2028年度 Award※獲得率：８0%
※BBU等製品の開発推進合意・受注案件

単位：億円

2025年度
実績

202８年度
目標

1,200

2025年度
実績

202８年度
目標

202６年度
計画

202６年度
計画

5,５20

CAGR

約 ％

＋
億円

約 億円



• 続いて、ソリューション領域での社会オペレーションを支える事業について説明いたします。
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ソリューション領域

社会オペレーションを支える事業



• まず、ソリューション領域でのビジネスモデル変革ですが、Phase1である2028年度までの3

年間でビジネスモデルを変革すると申し上げたのは、ハードウェア販売を中心としたビジネスモ

デルからサービスへと価値提供の重心を移すということであります。

• 労働力不足やそれに伴う人件費高騰、環境課題や規制、エネルギーコストの高騰などの課題に対

し、様々なお客様企業や公共機関のオペレーションを「止めない・省エネ・省人化」をサービス・エ

ンジニアリングで支えてまいります。
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サービス・エンジニアリング

省人化省エネ止めない

ソリューション領域のビジネスモデル変革

ハードウェアからサービスへ価値提供の重心を移し

社会オペレーションを「止めない・省エネ・省人化」で支える

社会オペレーション

労働力不足 環境問題・規制 エネルギー高騰

店舗 空港・航空機ビル・オフィス工場 倉庫・物流 スタジアム



• 従来から、この領域の様々な事業を通じて、ハードウェア販売を中心に幅広い業界で多くのお客

様にご好評いただき、お選びいただいています。

• 市場に設置され稼働している製品をMachines In the Field、略してMIFと呼びますが、こ

のMIFの規模が拡大することで、保守やメンテナンスなどにおける顧客基盤として積み上がって

いきます。

• 当社グループは、MIFとその周辺へのサービス・エンジニアリングにより、お役立ちの幅を広げて

いくポテンシャルが高いと考えております。

• 特に、今後は、AI・デジタルの力も活用し、コンサルティングから保守・メンテナンスまで、ハード

ウェア＋サービスで価値提供の幅を広げてまいります。
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ハードウェア（MIF※１）の優位を活かし
サービス提供の幅を広げる

ソリューション領域での当社グループの強み

※１ Machines In the Field（お客様の現場に設置・稼働している製品）

商業施設・ビル・住宅 流通工場

サービス・エンジニアリング

航空

実装機照明 電設資材空気質
Indoor Air Quality

冷凍機・
ショーケース

SCM
ソフトウェア

BPO

世界シェア 日本シェア 世界シェア 世界シェア 世界シェア 世界シェア

日本・米国・

大洋州シェア※2

※3
機内

エンターテインメント

※2

※２ 各シェアは、2024年の各事業マーケットシェアより当社調べ / 配線器具のシェア / SMT実装機のシェア
※３ BPO : Business Process Outsourcing （ビジネス・プロセス・アウトソーシング）

※2



• ハードウェア＋サービスにおける価値提供について、現在の取組みの一部を紹介いたします。

• ショーケース・冷凍機では、スーパーマーケットなどへの機器提供だけでなく、遠隔監視・制御、解

析ソリューションの提供などを通じて、お客様の営業を止めない価値を提供しています。

• 飛行機の機内エンターテインメントシステムでは、単に映画や音楽の再生にとどまらず、

エアライン様と乗客の関係を深める接点としての役割に着目し、乗客の満足度を高めるパーソナ

ライズされた体験の提供を実現しています。加えて、グローバル50拠点で、他社機器を含めた

トータル保守サービスを実施し、エアライン様が提供する快適な空の旅を支え続けています。

• ビル管理システムでは、照明・中央監視・セキュリティ・防災などの幅広いシステムと

その保守・メンテナンスサービスを提供しております。

• また、工場インフラの水処理・給排水システムでは、設計・施工管理にとどまらず、

施工後の施設管理・保守・メンテナンスまでを提供しています。

• 今後は、コネクテッド機器の導入をさらに加速し、止めないオペレーションの実現と、省エネ・省人

化の価値提供を一層拡大してまいります。
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コネクテッド機器×人のサービスエンジニアリング力で
止まらないオペレーション・省エネ・省人化を提供

ハードウェア＋サービスでの価値提供

遠隔監視で故障予知

お客様の営業を止めない Image
‐ ショーケース・冷凍機の販売・設置

‐ 保守・メンテナンス、省エネ運用

‐ 遠隔監視・制御、解析ソリューション提供

ショーケース・冷凍機 ＋ サービス

ショーケース

‐ グローバル50拠点で機器の

保守サービス（他社機器対応含む）

‐ 機内エンターテインメントシステム

他社機器含めた

トータル保守対応

機内エンターテインメントシステム ＋ サービス

‐ 水処理×特殊空調（排ガス）提案

‐ 施工後の保守・メンテナンス

‐ 施設管理（省人化・生涯コスト最小化）

‐ 水処理×特殊空調（排ガス）提案

‐ 施工後の保守・メンテナンス

‐ 施設管理（省人化・生涯コスト最小化）

施工管理から施設管理まで

生涯コストの最小化

工場インフラ設計施工 ＋ サービス

‐ 照明・中央監視・セキュリティ・防災など

の幅広いシステムを提供

‐ エンジニアリング・保守・メンテナンス

‐ 照明・中央監視・セキュリティ・防災など

の幅広いシステムを提供

‐ エンジニアリング・保守・メンテナンス

ビル管理運用の省人化

エネマネによる省エネ Image

ビル管理
システム

照明制御
システム

入退室管理
システム

防災
システム

ビル管理システム ＋ サービス



• このソリューション領域での最大のお役立ちは、お客様のオペレーションの高度化です。

• エネルギーコストの上昇や環境規制の強化、現場の労働力不足を背景に、今後お客様は設備その

ものの価値に加え、運用効率、省人化、環境対応を含めたトータル価値をより重視されるように

なります。

• 同時に、稼働停止が経済的損失や信頼低下に直結する機器や設備の増加に伴い、

ダウンタイムに対する許容度は低下し、予防保全ニーズが顕在化しています。

• 当社グループは、先ほど紹介させていただいた通り、幅広い業界で高いシェアのMIFと、現場密

着のサービス・エンジニアリング力を有しております。

• ここに機器のコネクテッド化を拡大し、さらにAI・デジタルを活用することで、MIFを起点に運用

支援・改修・システム連携など、他社に代替されにくいサービスを継続的にご提供し、お客様への

貢献の幅と期間を拡大してまいります。

• さらに高い市場シェアを背景に、当社グループはお客様の多様な現場へ幅広くアクセスしており、

設備運用に関する豊富なノウハウを継続的に蓄積しています。

• お客様のオペレーションの理解を深め、さらなるサービスの幅出し、サービス・エンジニアリング

体制の強化によるお役立ちで収益成長を目指してまいります。
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強いMIF× サービス・エンジニアリングで
お客様オペレーションの高度化に貢献

Phase２｜ソリューション領域の成長性

２０２4 ２０２８ ２０２９～２０２2 ２０２６

ストック型収益モデル

MIF （コネクテッド）

MIF

省エネ 省人化止まらない

お客様オペレーションの高度化

お客様
ニーズ

MIF総台数 サービス・エンジニアリング収入/台×

・・・



• ここまでにご説明した、2032年に向けた成長戦略を踏まえ、2028年度までの直近3年間にお

ける財務規律についてご説明します。
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財務規律



• 2028年度までの成長投資や株主還元等は、事業から創出する資金により実施する方針です。

• 3年間で創出する営業CFは2.2兆円以上を想定しています。

• AIインフラを支える事業への戦略投資の5,000億円と、ソリューション領域等における成長投

資を行います。

• 連結配当性向は30％を目安としており、安定的・継続的な配当に努めてまいります。

• 財務規律は、キャッシュ創出力と同程度の負債水準となるNet Debt/EBITDA倍率1倍程度を

目安といたします。
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成長投資・株主還元等は事業から創出する
資金により実施する方針

財務規律 （２０２６ - ２０２８年度）

投資方針

‐ AIインフラを支える事業への戦略投資 5,000億円

‐ ソリューション領域等における成長投資

株主還元

‐ 連結配当性向30％を目安

連結業績に応じた利益配分を基本とし 安定的・継続的な配当に努める

財務規律

‐ Net Debt/EBITDA倍率 １.0倍程度

累積営業CF

2.2兆円以上

資産売却等＊2

株主還元
リース/負債返済

その他

事業会社の
成長投資等

CF創出 CF配分

戦略投資

0.5兆円

資産売却等 その他

投

資



• パナソニックグループは、これからも時代と共に変化する社会課題の解決を通じて

社会と産業の発展を支え、進化を続けていきます。

2032年に向けては、AIインフラと社会オペレーションを支えることでお役立ちを加速させてま

いります。
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時代とともに変化する社会課題の解決を通じて
社会・産業の発展を支え 進化を続ける

２０３２年に向けたお役立ち

AIインフラと社会オペレーションを支える

物と心が共に豊かな理想の社会の実現
パナソニックグループの使命

エ ネ ル ギ ー の 有 効 活 用 現 場 労 働 力 不 足 の 解 消



• 以上、ご清聴ありがとうございました。
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